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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　パンツ型オムツ、サニタリーショーツ、又は失禁用パンツのようなパンツ型吸収性物品
（１）であって、
　前記物品は、吸収性コア（２）を備えるコア領域（３）と本体部（４）とを有し、
　前記本体部は、前部パネル（５）と後部パネル（６）と弾性腰バンド（７）とを備え、
　前記前部パネル及び前記後部パネルのそれぞれは、腰部端部（５ａ、６ａ）、股部端部
（５ｂ、６ｂ）、及び１対の側端部（５ｃ、６ｃ；５ｄ、６ｄ）を有し、
　前記前部パネルと前記後部パネルとは、２つの対向する側端部に沿って互いに結合され
て腰部開口部と１対の脚部開口部とを形成し、
　前記前部パネル及び前記後部パネル（５、６）の少なくとも一方は、前記前部パネル及
び／又は前記後部パネルの単体コンポーネントを構成する弾性ウェブ材（１０）を備え、
　前記弾性腰バンド（７）は、前記弾性ウェブ材（１０）を備える前記前部パネル及び後
部パネル（５、６）のうちの少なくとも一方の前記腰部端部（５ａ；６ａ）に結合され、
　前記弾性腰バンド（７）は、間に少なくとも１つの細長弾性部材（１４）を封入してい
る実質的に非弾性のウェブ材（２２）からなる第１及び第２のプライ（２０、２１）を備
え、
　前記物品は、長手方向（ｙ）と横方向（ｘ）とを有し、
　実質的に非弾性のウェブ材からなる前記第１のプライ（２０）は、前記弾性ウェブ材（
１０）を備える前部パネル及び前記後部パネル（５、６）のうちの少なくとも一方の前記



(2) JP 5026288 B2 2012.9.12

10

20

30

40

50

腰部端部（５ａ；６ａ）において、前記弾性ウェブ材（１０）の一方の側に固定され、実
質的に非弾性のウェブ材からなる前記第２のプライ（２１）は、前記第１のプライ（２０
）とはちょうど反対の、前記弾性ウェブ材の反対の側に固定されており、
　前記第１及び第２のプライは、前記弾性ウェブ材（１０）が引き伸ばされた状態にある
間に、前記弾性ウェブ材（１０）に固定され、
　前記第１及び第２のプライ（２０、２１）の間に前記弾性ウェブ材（１０）が保持され
ている、実質的に非弾性のウェブ材（２２）からなる前記第１および第２のプライ（２０
、２１）は、腰バンドシーム（１６）を形成し、
　前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）からなる前記第１および第２のプライ（２０、
２１）は、前記弾性ウェブ材（１０）が弛緩した位置にあるときに、前記腰バンドシーム
（１６）に沿ってギャザー（２９）を形成していることを特徴とする、パンツ型吸収性物
品。
【請求項２】
　前記弾性腰バンド（７）は、前記少なくとも１つの細長弾性材（１４）を封入している
前記第１及び第２のプライ（２０、２１）を形成するための、折り畳まれた、前記実質的
に非弾性のウェブ材から形成されていることを特徴とする請求項１に記載のパンツ型吸収
性物品。
【請求項３】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、前記物品の全表面積の少なくとも２０％における前記本
体部（４）の単体コンポーネントを構成していることを特徴とする請求項１又は２に記載
のパンツ型吸収性物品。
【請求項４】
　前記弾性ウェブ材は、繊維材からなる第１及び第２の層（１１、１２）と、前記第１及
び第２の層の間に配置された弾性フィルム層（１３）とからなる積層体（１０）であるこ
とを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項５】
　前記弾性フィルム層（１３）は、通気性であることを特徴とする請求項４に記載の吸収
性物品。
【請求項６】
　前記弾性積層体（１０）は、少なくとも２４時間で１５００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ
９６－００手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項５に記載の
吸収性物品。
【請求項７】
　前記弾性積層体（１０）は、少なくとも２４時間で３０００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ
９６－００手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項６に記載の
吸収性物品。
【請求項８】
　前記弾性積層体（１０）は、スパンボンドからなる第１及び第２の繊維層（１１、１２
）を備え、それぞれの前記第１及び第２の繊維層（１１、１２）は、１０～３５ｇ／ｍ２
の秤量を有し、通気性の弾性フィルム層（１３）は、２０～８０ｇ／ｍ２の秤量を有し、
前記弾性積層体（１０）は、少なくとも２４時間で１５００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９
６－００手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項４～７のいず
れか一項に記載の吸収性物品。
【請求項９】
　前記通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～８０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性
積層体（１０）が、少なくとも２４時間で３０００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－００
手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項８に記載の吸収性物品
。
【請求項１０】
　前記通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～６０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性



(3) JP 5026288 B2 2012.9.12

10

20

30

40

50

積層体（１０）が、少なくとも２４時間で１５００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－００
手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項８に記載の吸収性物品
。
【請求項１１】
　前記通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～６０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性
積層体（１０）が、少なくとも２４時間で３０００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－００
手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項１０に記載の吸収性物
品。
【請求項１２】
　前記第１及び第２の繊維層（１１、１２）のそれぞれが、１２～３０ｇ／ｍ２の秤量を
有し、通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～８０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性
積層体（１０）が、少なくとも２４時間で１５００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－００
手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項８に記載の吸収性物品
。
【請求項１３】
　前記通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～８０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性
積層体（１０）が、少なくとも２４時間で３０００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－００
手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項１２に記載の吸収性物
品。
【請求項１４】
　前記通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～６０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性
積層体（１０）が、少なくとも２４時間で１５００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－００
手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項１２に記載の吸収性物
品。
【請求項１５】
　前記通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～６０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性
積層体（１０）が、少なくとも２４時間で３０００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－００
手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項１４に記載の吸収性物
品。
【請求項１６】
　前記第１及び第２の繊維層（１１、１２）のそれぞれが、１５～２５ｇ／ｍ２の秤量を
有し、通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～８０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性
積層体（１０）が、少なくとも２４時間で１５００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－００
手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項８に記載の吸収性物品
。
【請求項１７】
　前記通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～８０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性
積層体（１０）が、少なくとも２４時間で３０００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－００
手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項１６に記載の吸収性物
品。
【請求項１８】
　前記通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～６０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性
積層体（１０）が、少なくとも２４時間で１５００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－００
手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項１６に記載の吸収性物
品。
【請求項１９】
　前記通気性の弾性フィルム層（１３）が、２０～６０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性
積層体（１０）が、少なくとも２４時間で３０００ｇ／ｍ２のの、ＡＳＴＭ　Ｅ９６－０
０手順Ｄに従った水蒸気透過率を有していることを特徴とする請求項１８に記載の吸収性
物品。
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【請求項２０】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、１００ｇ／ｍ２以下の秤量を有していることを特徴とす
る請求項１～１９のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項２１】
　前記弾性ウェブ材（１０）が、９０ｇ／ｍ２以下の秤量を有していることを特徴とする
請求項２０に記載の吸収性物品。
【請求項２２】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、前記物品の全表面積の少なくとも２５％の、本体部（４
）の単体コンポーネントを構成していることを特徴とする請求項１～２１のいずれか一項
に記載の吸収性物品。
【請求項２３】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、前記物品の全表面積の少なくとも３０％の、本体部（４
）の単体コンポーネントを構成していることを特徴とする請求項２２に記載の吸収性物品
。
【請求項２４】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、前記物品の全表面積の少なくとも４０％の、本体部（４
）の単体コンポーネントを構成していることを特徴とする請求項２３に記載の吸収性物品
。
【請求項２５】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、本出願の明細書中に特定された弾性試験に従って測定さ
れたときに、少なくとも３０％の前記物品の前記横方向における弾性率を有していること
を特徴とする請求項１～２４のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項２６】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、本出願の明細書中に特定された弾性試験に従って測定さ
れたときに、少なくとも５０％の前記物品の前記横方向における弾性率を有していること
を特徴とする請求項２５に記載の吸収性物品。
【請求項２７】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、本出願の明細書中に特定された弾性試験に従って測定さ
れたときに、少なくとも７０％の前記物品の前記横方向における弾性率を有していること
を特徴とする請求項２６に記載の吸収性物品。
【請求項２８】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、本出願の明細書中に特定された弾性試験に従って測定さ
れたときに、少なくとも２０％の前記物品の前記長手方向における弾性率を有しているこ
とを特徴とする請求項２５～２７のいずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項２９】
　実質的に非弾性のウェブ材（１８０）からなる股部パネル（１８）が、前記物品の股部
分（１９）に配置され、前記股部パネル（１８）は、前記弾性ウェブ材（１０）を備える
前記前部及び後部パネル（５、６）に結合されていることを特徴とする請求項１～２８の
いずれか一項に記載の吸収性物品。
【請求項３０】
　前記吸収性コア（２）の表面積は、前記物品の平坦な状態で測定したときに、合計で前
記物品の全表面積の３０％以下であることを特徴とする請求項１～２９のいずれか一項に
記載の吸収性物品。
【請求項３１】
　前記吸収性コア（２）の表面積は、前記物品の平坦な状態で測定したときに、合計で前
記物品の全表面積の２０％以下であることを特徴とする請求項３０に記載の吸収性物品。
【請求項３２】
　請求項１に記載のパンツ型吸収性物品において、分離した弾性腰バンドを取り付ける方
法であって、
　前記弾性腰バンド（７）は、間に少なくとも１つの細長弾性部材（１４）を封入してい
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る、実質的に非弾性のウェブ材（２２）からなる第１及び第２のプライ（２０、２１）を
備え、実質的に非弾性のウェブ材（２２）からなる前記第１及び第２のプライ（２０、２
１）は、前記物品の前記前部パネル及び／又は後部パネル（５、６）の単体コンポーネン
トを構成する弾性ウェブ材（１０）に結合されており、
　前記弾性ウェブ材（１０）と前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）とを実質的に平行
に供給方向（Ａ）に供給するステップであって、前記ウェブ材のそれぞれは１対の長手方
向の側端部（１０ａ、１０ｂ；２２ａ、２２ｂ）を有し、前記弾性ウェブ材は選択的に引
き伸ばされた状態で供給される、ステップと、
　前記弾性ウェブ材（１０）の第１の長手方向の側端部（１０ａ）を、前記実質的に非弾
性のウェブ材の第１の長手方向の側端部（２２ａ）に選択された距離を重ね合わせ、重な
っている前記側端部を互いに結合するステップであって、前記弾性ウェブ材は、前記実質
的に非弾性のウェブ材（２２）に結合される間に、その引っ張られていない長さを少なく
とも１０％超える長さまで引き伸ばされている、ステップと、
　少なくとも１つの細長弾性部材（１４）を提供し、この細長弾性部材を前記実質的に非
弾性のウェブ材（２２）に結合するステップと、
　前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）を前記供給方向（Ａ）に対して略横方向に、前
記少なくとも１つの細長い弾性部材（１４）の上で折り畳み、前記実質的に非弾性のウェ
ブ材（２２）の前記第２の長手方向の端部（２２ｂ）を、前記弾性ウェブ材（１０）の前
記第１の長手方向の端部（１０ａ）に、前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）の前記第
１の長手方向の端部（２２ａ）に対して反対側において、重ねられた状態で結合し、前記
弾性ウェブ材（１０）の前記第１の側端部（１０ａ）が前記実質的に非弾性のウェブ材（
２２）の前記第１及び第２の側端部（２２ａ、２２ｂ）の間に保持されるステップであっ
て、前記弾性ウェブ材は、実質的に非弾性のウェブ材（２２）に結合される間に、その引
っ張られていない長さを少なくとも１０％超える長さまで引き伸ばされる、ステップ、
若しくは、
　前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）を折り畳むステップに対して代替的に、さらな
る実質的に非弾性のウェブ材を提供し、このさらなるウェブ材を、前記弾性ウェブ材が前
記引き伸ばされた状態に保持される間に、前記弾性ウェブ材（１０）の前記第１の長手方
向の端部（１０ａ）に、前記第１の実質的に非弾性のウェブ材（２２）に対してこの第１
の実質的に非弾性のウェブ材（２２）の反対側において、重ね合わされた状態で結合し、
前記２つの実質的に非弾性のウェブ材の自由側端部を結合するステップと、
を備える方法。
【請求項３３】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）に結合される間
に、その引っ張られていない長さを少なくとも２０％超える長さまで引き伸ばされること
を特徴とする請求項３２に記載の方法。
【請求項３４】
　前記弾性ウェブ材（１０）は、前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）に結合される間
に、その引っ張られていない長さを少なくとも３０％超える長さまで引き伸ばされること
を特徴とする請求項３３に記載の方法。
【請求項３５】
　前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）と、前記弾性ウェブ材（１０）とは、熱接着、
超音波溶着、又は接着材によって結合されることを特徴とする請求項３２～３４のいずれ
か一項に記載の方法。
【請求項３６】
　前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）と、前記弾性ウェブ材（１０）とは、超音波溶
着によって結合されることを特徴とする請求項３５に記載の方法。
【請求項３７】
　前記供給方向（Ａ）に、第２の実質的に非弾性のウェブ材（１８０）の連続する長さを
供給するステップであって、前記ウェブ材（１８０）は、１対の長手方向の側端部（１８
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０ａ、１８０ｂ）を有するとともに、その第１の長手方向の側端部（１８０ａ）において
前記弾性ウェブ材（１０）の前記第２の長手方向の側端部（１０ｂ）に重ね合わせられた
状態で結合される、ステップと、
　第２の弾性ウェブ材（１０）を、前記供給方向（Ａ）に供給するステップと、
　前記第２の実質的に非弾性のウェブ材（１８０）の前記第２の長手方向の側端部（１８
０ｂ）を、前記第２の弾性ウェブ材（１０）に重ね合わせられた状態で結合するステップ
と、
を備え、
　前記弾性ウェブ材（１０）のそれぞれは、実質的に前記第２の非弾性ウェブ材（１８０
）に結合される間に、その引っ張られていない長さを少なくとも１０％超える長さまで引
き伸ばされ、
　前記２つの弾性ウェブ材（１０）は、パンツ型吸収性物品の前部パネル（５）及び後部
パネル（６）それぞれの単体コンポーネントを形成するように意図され、前記第２の実質
的に非弾性のウェブ材（１８０）は、前記パンツ型吸収性物品の股部パネル（１８）を形
成するように意図されていることを特徴とする請求項３２～３６のいずれか一項に記載の
方法。
【請求項３８】
　弾性腰バンド（７）は、請求項３２～３６のいずれか一項に開示されている態様で、前
記第２の弾性ウェブ材（１０）に結合されていることを特徴とする請求項３７に記載の方
法。
【請求項３９】
　前記腰バンド（７）を形成するように意図されている前記実質的に非弾性のウェブ材（
２２）の１対の連続的な長さを、前記供給方向（Ａ）に実質的に平行に、かつ選択された
距離を離間して供給するステップであって、前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）のそ
れぞれは、２つの長手方向の側端部（２２ａ、２２ｂ）を有する、ステップと、
　前記前部パネル（５）及び前記後部パネル（６）の単体コンポーネントをそれぞれ形成
するように意図されている前記弾性ウェブ材（１０）の１対の連続的な長さを、前記供給
方向（Ａ）に実質的に平行に、かつ選択された距離を離間して供給するステップであって
、前記弾性ウェブ材（１０）のそれぞれは、２つの長手方向の側端部（１０ａ、１０ｂ）
を有する、ステップと、
　前記実質的に非弾性のウェブ材（２２）のそれぞれを、互いに面しているウェブ材（２
２）の長手方向の端部（２２ａ）において、それぞれの弾性ウェブ材（１０）に選択され
た距離を重ねあわせ、前記重なっている側端部を互いに結合するステップと、
　股部分のウェブ材を形成するように意図されている実質的に非弾性のウェブ材（１８）
の連続的な長さを、前記１対の弾性ウェブ材（１０）の間で前記供給方向（Ａ）に供給す
るステップであって、前記股部分のウェブ材（１８）は、１対の長手方向の側端部（１８
ａ、１８ｂ）を有するとともに、その長手方向の側端部（１８ａ、１８ｂ）において、前
記弾性ウェブ材（１０）のそれぞれの長手方向の側端部（１０ｂ）に、重ね合わせられた
状態で結合される、ステップと、
を備え、
　前記弾性ウェブ材（１０）のそれぞれは、前記実質的に非弾性の股部分のウェブ材（１
８）に結合される間に、その引っ張られていない長さを少なくとも１０％超える長さまで
引き伸ばされることを特徴とする請求項３２～３８のいずれか一項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、パンツ型オムツ、生理用パンツ、又は失禁用着用品のようなパンツ型の吸収
性物品に関し、この物品は、弾性ウェブ材を備えている。本発明は、さらに、分離した弾
性を有する腰バンドをパンツ型の吸収性物品に結合する方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　コア領域及び本体領域を形成された吸収性物品は、着用者の周りに快適にフィットする
と考えられている。パンツ型オムツ、生理用パンツ、及び失禁用パンツのようなパンツ型
物品にとって、物品が着用者の臀部を越えて引き上げ及び引き下げ可能であり、着用者又
は介護者が簡単に物品を着用し、物品が汚れた場合に簡単に物品を取り外すことを可能に
することが望ましい。このような吸収性パンツを、裏シートと表シートとの間に収縮可能
に取り付けられた、通常は弾性を有する糸のような弾性を有する材料を備える、弾性を持
たされた、伸縮可能な側部パネルと腰部分とで作ることが知られている。
【０００３】
　さらに、吸収性物品の本体部分を、伸縮可能に接着された積層体のような弾性を有する
材料から作ることが知られている。このような積層体は、延伸され、スパンボンドウェブ
の外層の間に挟まれたメルトブローンエラストマ繊維の層を含むことができる。
【０００４】
　特許文献１は、引っ張り力がかけられたときに、所定の永久変形を呈する吸収性物品の
ための、伸縮可能な外側カバーを開示している。伸縮可能な外側カバーは、ネックの付い
た弾性を有しないフィルムからなる１つの層と、弾性フィルムからなる１つの層との形態
のネックの付いた積層体を備えている。フィルムは通気性を有することができる。
【０００５】
　特許文献２は、両側が第１及び第２の弾性を有しない繊維層に接合された弾性を有する
フィルムを備える、弾性積層体を開示している。この積層体は、弾性を有しない繊維層を
、弾性を有するフィルム層に接合し、次いでこの複合材を引き伸ばし、弾性を有しない材
料を破断させることによって作られている。弾性フィルム材は、通気性を有する材料から
なっていてもよい。特許文献３は、例えば弾性積層体からなる、伸縮可能な前パネル及び
後パネルを有する使い捨てのパンツ様の下着を開示している。弾性腰バンドは、前パネル
と後パネルとのうちの少なくとも一方の遠位端に固定されており、この弾性腰バンドは、
腰バンドが取り付けられたパネルの収縮した長さより小さい収縮した長さを有している。
弾性腰バンドは、一以上の細長弾性部材を封入する、折りたたまれた非弾性ウェブ材を備
えている。弾性腰バンドは別の製造ステップにおいて作られ、前パネル／後パネルの遠位
端部に、着用者から離間して面する前記パネルの側部上において少し引っ張られた状態で
固定される。
【０００６】
　部分的に弾性積層体からなる吸収性物品のさらなる例は、特許文献４及び特許文献５に
見られる。
【０００７】
　国際出願ＰＣＴ／ＳＥ２００４／００１００４、ＰＣＴ／ＳＥ２００４／００１００５
、及びＰＣＴ／ＳＥ２００４／００１４１５は、布様の感触と外見とのような改良された
特性を有する、弾性積層体の形態の外側カバーシートを備える吸収性物品に関している。
弾性腰バンドは、外側カバーシートの腰部端部に固定されている。
【０００８】
　特許文献６は、オムツ本体に別に固定された弾性腰バンドを有するパンツ型オムツを開
示しており、腰バンドは、オムツ本体の遠位端の上に折り重ねられている。オムツ本体は
、既存の液体透過性を有する表面シート及び液体不透過性の背面シートを備え、これら表
面シート及び背面シートは、通常は非弾性であるとともに、その間に封入された吸収性構
造体を有している。
【０００９】
　しかし、外側カバーシートとして弾性積層体のような弾性ウェブ材を備える吸収性物品
の特性、特に腰開口部における着用性及び外見の改良に対する必要性がある。また、上述
のタイプの吸収性物品の快適で柔らかい感触は、１回の使用の後に廃棄される、使い捨て
式物品に対する製造経費を含む経費の側面と同様に重要である。
【特許文献１】米国特許第６５５２２４５号明細書
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【特許文献２】国際公開第０３／０４７４８８号パンフレット
【特許文献３】米国特許出願公開第２００４／０２４３０８６号明細書
【特許文献４】米国特許第６４７６２８９号明細書
【特許文献５】特許第１００４３２３５号公報
【特許文献６】特願平３－２０５０５３号公報
【特許文献７】欧州特許出願公開第１０３５８１８号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明の目的は、前部パネル及び／又は後部パネルの少なくとも１部の単体コンポーネ
ントを構成する弾性ウェブ材を備える、コア領域と前部パネル及び後部パネルとを有し、
腰部開口部の周りの優れたフィット感と外見とを提供するように、弾性ウェブ材に結合さ
れた弾性腰バンドをさらに有する、パンツ型吸収性物品を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　弾性腰バンドは、間に少なくとも１つの細長弾性部材を封入している非弾性のウェブ材
からなる第１及び第２のプライを備えており、非弾性のウェブ材からなる第１のプライは
、弾性ウェブ材の一方の側で、前部パネル及び後部パネルの内の少なくとも一方の腰部端
部において固定され、非弾性のウェブ材からなる第２のプライは、第１のプライとはちょ
うど反対の、弾性ウェブ材の反対の側に固定されている。第１及び第２のプライは、弾性
ウェブ材が引き伸ばされた状態にある間に、弾性ウェブ材に固定される。間に弾性ウェブ
材を保持している非弾性のウェブ材からなる第１及び第２のプライは、腰バンドシームを
形成し、非弾性材からなる第１及び第２のプライは、前記弾性ウェブ材が弛緩した位置に
あるときに、前記腰バンドシームに沿ってギャザーを形成する。
【００１２】
　１つの実施形態において、弾性腰バンドは、前記少なくとも１つの細長弾性材を取り囲
む前記第１及び第２のプライを形成するための、折りたたまれた非弾性のウェブ材から形
成されている。
【００１３】
　本発明の１つの面においては、弾性ウェブ材は、物品の全表面積の少なくとも２０％に
おける本体の単一コンポーネントを構成している。
【００１４】
　１つの実施形態によれば、弾性ウェブ材は、繊維材料から成る第１及び第２の層と、前
記第１及び第２の繊維層の間に配置された弾性フィルム層とからなる積層体である。
【００１５】
　さらなる実施形態においては、弾性フィルム層は通気性である。
【００１６】
　本発明の１つの面において、弾性積層体は、少なくとも２４時間当たり１５００ｇ／ｍ
２、好ましくは少なくとも２４時間当たり３０００ｇ／ｍ２のＡＳＴＭ　Ｅ９６－００の
方法Ｄによる水蒸気透過率を有する。
【００１７】
　１つの実施形態によれば、前記弾性積層体は、スパンボンド材からなる第１及び第２の
繊維層を備え、これらそれぞれの層は、１０～３５ｇ／ｍ２の、好ましくは１２～３０ｇ
／ｍ２の、より好ましくは１０～２５ｇ／ｍ２の秤量を有し、通気性の弾性フィルム層は
、２０～８０ｇ／ｍ２の、好ましくは２０～６０ｇ／ｍ２の秤量を有し、前記弾性積層体
は、少なくとも２４時間当たり１５００ｇ／ｍ２、好ましくは少なくとも２４時間当たり
３０００ｇ／ｍ２のＡＳＴＭ　Ｅ９６－００の方法Ｄによる水蒸気透過率を有する。さら
なる実施形態によれば、前記弾性ウェブ材は、詳細な説明に特定される弾性試験によって
測定されたとき、少なくとも３０％、好ましくは少なくとも５０％、より好ましくは少な
くとも７０％の、物品の横方向における弾性を有する。
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【００１８】
　本発明の１つの面において、弾性ウェブ材は、１００ｇ／ｍ２以下、好ましくは９０ｇ
／ｍ２以下の秤量を有している。
【００１９】
　さらに別の実施形態において、実質的に非弾性のウェブ材は物品の股部分に配置されて
おり、前記非弾性ウェブ材は、前記弾性ウェブ材を備える前部パネル及び後部パネルに取
り付けられている。
【００２０】
　１つの実施形態において、吸収性コアの表面積は、物品の広げられた状態において測定
された場合に、物品の全表面積の３０％以下、好ましくは、２０％以下である。“広げら
れた”という文言は、ここでは図面の図２に示されているように、開かれた、引っ張られ
ていない状態を意味しており、この状態においては引っ張られた弾性部材は無力化されて
いる。
【００２１】
　さらに本発明は、パンツ型吸収性物品に、分離した弾性腰バンドを取り付ける方法に関
し、弾性腰バンドは、間に少なくとも１つの細長弾性部材を封入している、実質的に非弾
性のウェブ材からなる第１及び第２のプライを備え、実質的に非弾性のウェブ材からなる
前記第１及び第２のプライは、物品の前部パネル及び／又は後部パネルの少なくとも一部
分の単体コンポーネントを構成する弾性ウェブ材に結合されている。弾性ウェブ材と実質
的に非弾性のウェブ材とは、実質的に平行に供給方向（Ａ）に供給され、前記ウェブ材の
それぞれは、１対の長手方向の側端部を有し、前記弾性ウェブ材は、選択的に引き伸ばさ
れた状態で供給され、弾性ウェブ材の第１の長手方向の側端部は、実質的に非弾性のウェ
ブ材の第１の長手方向の側端部に所定の距離を重ね合わせられ、重なっている側端部は互
いに結合され、弾性ウェブ材は、実質的に非弾性のウェブ材（２２）に結合されているに
もかかわらず、その引っ張られていない長さを少なくとも１０％超える長さまで引き伸ば
されており、少なくとも１つの細長弾性部材が提供され、実質的に非弾性のウェブ材に結
合されており、実質的に非弾性のウェブ材は、前記供給方向（Ａ）に対して略横方向に、
少なくとも１つの細長弾性部材の上に重ねられ、実質的に非弾性のウェブ材の第２の長手
方向の端部は、弾性ウェブ材の第１の長手方向の端部に、実質的に非弾性のウェブ材の第
１の長手方向の端部に対して反対側に、重ねられた状態で結合され、弾性ウェブ材の第１
の側端部は、実質的に非弾性のウェブ材の第１及び第２の側端部の間に保持され、弾性ウ
ェブ材は、実質的に非弾性のウェブ材に結合されているにもかかわらず、その引っ張られ
ていない長さを少なくとも１０％超える長さまで引き伸ばされている。
【００２２】
　実質的に非弾性のウェブ材を折りたたむ代わりに、更なる実質的に非弾性のウェブ材が
提供され、弾性ウェブ材が引き伸ばされた状態に保持されているにもかかわらず、弾性ウ
ェブ材の第１の長手方向の端部に、第１の実質的に非弾性のウェブ材に対してこの第１の
実質的に非弾性のウェブ材の反対側において、重ね合わされた状態で結合され、２つの実
質的に非弾性のウェブ材の自由な側端部は、先行するステップ、又は後続のステップにお
いて、互いに結合される。
【００２３】
　弾性ウェブ材と実質的に非弾性のウェブ材とは、熱接着、超音波溶着、又は接着材によ
って、好ましくは超音波溶着によって、結合されている。
【００２４】
　好ましくは、弾性ウェブ材は、実質的に非弾性のウェブ材に結合されてるにもかかわら
ず、その引っ張られていない長さを少なくとも２０％、より好ましくは少なくとも３０％
超える長さまで引き伸ばされている。
【００２５】
　本発明のさらなる観点においては、腰バンドを形成するように意図されている前記実質
的に非弾性のウェブ材の１対の連続的な長さが、前記供給方向（Ａ）に実質的に平行に、
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かつ所定の距離を離間して供給され、前記実質的に非弾性のウェブ材のそれぞれは、２つ
の長手方向の側端部を有している。前部パネル及び後部パネルをそれぞれの少なくとも一
部で形成するように意図されている前記弾性ウェブ材の１対の連続的な長さは、実質的に
平行に、かつ前記所定の距離を離間して、前記供給方向（Ａ）に供給され、前記弾性ウェ
ブ材のそれぞれは、２つの長手方向の側端部を有している。前記実質的に非弾性のウェブ
材のそれぞれは、互いに面している長手方向の端部において、それぞれの弾性ウェブ材に
所定の距離を重ね合わせられ、前記重なっている側端部は互いに結合されている。股部分
のウェブ材を形成するように意図されている実質的に非弾性のウェブ材の連続的な長さが
、前記１対の弾性ウェブ材の間で前記供給方向（Ａ）に供給され、股部分のウェブ材は、
１対の長手方向の側端部を有するとともに、その長手方向の側端部において、弾性ウェブ
材のそれぞれの長手方向の側端部に、重ね合わせられた状態で結合されている。前記弾性
ウェブ材のそれぞれは、実質的に非弾性の股部分のウェブ材に結合されているにもかかわ
らず、その引っ張られていない長さを少なくとも１０％超える長さまで引き伸ばされてい
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　本発明は、添付の図面を参照しつつ、例示の方法によって非常に詳細に後述される。
【００２７】
　本発明は、添付の図面に示されたいくつかの実施形態を参照して以下に詳細に記載され
る。
【００２８】
［吸収性物品］
　“吸収性物品”という文言は、着用者の肌に対して配置され、尿、便及び月経液のよう
な身体滲出物を吸収し保持する製品を意味している。
【００２９】
　本発明は主に使い捨て式吸収性物品に関し、使い捨て式物品は、洗濯され又は別様に再
保存されること、又は使用後に吸収性物品として再使用されることを意図されていない物
品を意味している。本発明によれば、パンツ型物品は、コア領域とこのコア領域を取り囲
んでいる本体領域とを有している。このようなパンツ型吸収性物品の例は、パンツ型オム
ツ、生理用パンツ、及び失禁用パンツである。
【００３０】
　図面は、幼児又は失禁症の大人のためのパンツ型オムツ１の実施形態を示している。前
記パンツ型オムツは、通常、物品のコア領域３に配置された吸収性コア２と、コア領域を
囲む本体４とを備えている。本体は、前部パネル５と、後部パネル６と弾性腰バンド７と
を備えている。コア領域３は少なくとも物品の股部分１９に配置されており、前部パネル
５と後部パネル６との中に所定の距離を延在している。股部分１９はここでは、脚の間の
着用者の股に着用されることを意図された、物品の狭い部分として形成されている。
【００３１】
　物品は、長手方向ｙ及び横方向ｘを有している。
【００３２】
　物品は、少なくともコア領域３を覆う、液体透過性の表面シート８と液体不透過性の背
面シート９とを備えている。吸収性コア２は、表面シート８と背面シート９との間に封入
されている。
【００３３】
［表面シート］
　液体透過性の表面シート８は、例えばスパンボンド、メルトブローン、カード式、水流
交絡、湿式等の不織材で構成されている。好適な不織材は、例えばパルプ又は綿繊維のよ
うな自然繊維、ポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ビスコースなどの人工繊
維、又は自然繊維及び人工繊維の混合物から構成することができる。さらに、表面シート
の材料は２つの繊維から構成することができ、例えば特許文献７に開示されているような



(11) JP 5026288 B2 2012.9.12

10

20

30

40

50

結合パターンに互いに結合することができる。表面シートの材料のさらなる例は、多孔性
発泡材、有孔のプラスティックフィルムなどである。表面シートの材料として好適な材料
は、柔らかく、皮膚に炎症を与えないものでなければならず、例えば尿または月経液など
の体液によって容易に透通されるように意図されている。表面シートは、吸収性物品の異
なる部分において異なっていても良い。
【００３４】
［背面シート］
　コアの着用物に面する側のコア領域３を覆っている液体不透過性の背面シート９は、例
えばポリエチレン又はポリプロピレンフィルムなどの薄いプラスティックフィルム、液体
不透過性を有する材料でコーティングされた不織材、液体の浸透に対して耐性を有する疎
水性不織材、又は、プラスティックフィルムと不織材とを備える積層体のような、液体不
透過性の材料から成っている。コア領域の背面シート９の材料は、液体が通り抜けるのを
妨げる一方で、水蒸気が吸収性コアから逃げることができるように通気性とすることがで
きる。通気性の背面シートの材料の例は、多孔性のポリマーフィルム、スパンボンド及び
メルトブローンの層からなる不織積層体、多孔性のポリマーフィルムからなる積層体、及
び不織材である。背面シート９は、好ましくは非弾性である。
【００３５】
［弾性ウェブ材］
　本体４の前部パネル５及び後部パネル６を覆う外側カバーシートは、弾性ウェブ材１０
を備え、少なくとも物品の横方向のｘ方向において弾性である。ｘ方向における弾性率は
、後述において特定される弾性試験によって測定されたときに、少なくとも３０％、好ま
しくは少なくとも５０％、より好ましくは７０％でなければならない。
【００３６】
　好ましくは、弾性ウェブ材は、物品のｙ方向においても弾性である。しかし、ｙ方向に
おける弾性率は、好ましくはｘ方向におけるより低い。ｙ方向における弾性率は、少なく
とも２０％であるべきである。
【００３７】
　図示され、後述される実施形態において、弾性ウェブ材は、繊維材１１及び１２からな
る第１及び第２の外側層と、これら繊維層の間に配置された中央弾性フィルム層１３とか
らなる弾性積層体１０である。しかし、弾性不織材や本質的には非弾性であるが弾性糸に
よって弾性を付与された不織材などのような、別のタイプの弾性ウェブ材を使用すること
ができることが理解される。弾性ウェブ材は、１つの層又は積層された２つ以上の層を備
えることもできる。
【００３８】
　図示され、後述される弾性積層体においては、外側繊維層１１及び１２は、内側の弾性
フィルム層１３との組み合わせにおいて材料に高い破壊強度を有するように選択されるこ
とが好ましい。また、外側繊維層１１及び１２は、柔らかく、布様の感触を積層体に与え
ている。好ましい材料の例は、カーデドウェブ及びスパンボンド材である。繊維材層の秤
量は、１０～３５ｇ／ｍ２、好ましくは１２～３０ｇ／ｍ２、より好ましくは１０～２５
ｇ／ｍ２である。繊維材に使用される好適なポリマーの例は、ポリエチレン、ポリエステ
ル、ポリプロピレン、及び他のポリオレフィンの均一ポリマー及びコポリマーである。例
えば綿のような自然繊維もまた、要求される特性を提供する限り使用することができる。
ポリマーの混合物は、不織層の高い可撓性に貢献することができ、これを通じて、不織材
に最大荷重における高い伸びを付与している。ポリエチレンポリマーとポリプロピレンポ
リマーとの混合物は、この点で良好な結果を付与することを証明した。異なるポリマーか
ら成る繊維の混合物もまた可能である。
【００３９】
　本発明の１つの実施形態によれば、中央層１３は、２０～８０ｇ／ｍ２、好ましくは２
０～６０ｇ／ｍ２の秤量を有する、有孔の弾性フィルムである。フィルムはいずれの好適
な弾性ポリマーであってもよく、自然ポリマーであっても合成ポリマーであっても良い。
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弾性フィルムに好適な材料のいくつかの例は、低結晶性のポリエチレン、メタロセン－触
媒の低結晶性ポリエチレン、エチレンビニルアセテートコポリマー（ＥＶＡ）、ポリウレ
タン、ポリイソプレン、ブタジエンースチレンコポリマー、スチレン／イソプレン／スチ
レン（ＳＩＳ）、スチレン／ブタジエン／スチレン（ＳＢＳ）のようなスチレンブロック
コポリマー、又はスチレン／エチレン－ブタジエン／スチレンブロックコポリマーである
。また、これらポリマーの混合物、及び他の変成エラストマ又は非エラストマ材も使用す
ることができる。好適なフィルムの１つの例は、ＰＥ－ＳＥＢＳ－ＰＥからなる有孔の３
層エラストマフィルムである。
【００４０】
　積層体の合計秤量は、好ましくは１００ｇ／ｍ２未満、より好ましくは９０ｇ／ｍ２未
満である。
【００４１】
　弾性積層体１０は、特許文献２に開示された方法に従って製造することができ、この文
献には、１つのスパンボンド層１１がフィルム１３に粘着状態で適用され、よってフィル
ム層に接着され、別のスパンボンド層１２は、例えば圧感ホットメルト接着剤を使用して
、フィルム層１３に接着積層されている。代替的に、積層体は、この既知の方法の変型版
に従って製造されており、ここで変型は、積層体が、少なくとも不織層の一方に対して所
定の強度を保持するための非弾性不織層の少なくとも１つの最大荷重における延びの下の
点まで一定量で（噛み合いギア（ｉｎｔｅｒｍｅｓｈｉｎｇ　ｇｅａｒｓ（ＩＭＧ））に
よって）延伸されることを含んでいる。他方の層もまた、最大荷重における伸びとしての
点、又は延伸中に破れる点まで延伸することができる。
【００４２】
　特許文献２に開示された方法は、繊維材の降伏点の上への積層体の引き伸ばしを含み、
よって非弾性層は完全に破れる。したがって、特許文献２に記載されているように、積層
体の延びは非弾性材の伸び弾性係数によって制限されることはない。
【００４３】
　好ましい実施形態において、弾性フィルムに接着されている少なくとも１つの、好まし
くは両方の繊維層は、特許文献２に記載された方法とは対称的に、本発明による積層体の
製造において完全には破られていない。弾性積層体の弾性率より大きい、最大荷重におけ
る伸びを有する繊維材の選択は、弾性フィルムが繊維層によって邪魔されることなく延び
ることを可能とする。また、このような選択は、繊維層が製造中に完全には破られないか
、又は破壊されないので、繊維層が積層体の破壊強度に貢献するということを保障してい
る。好ましくは、両方の繊維層、又は繊維層の少なくとも一方は、積層体の弾性率より少
なくとも１０％高い最大荷重における伸びを有している。これは、国際出願ＰＣＴ／ＳＥ
２００４／００１００５号明細書に、より詳細に記載されており、この明細書はここに参
照として組み込まれている。
【００４４】
　材料の層の不透明度は、下層の対象物又は模様が見えるのを視覚的に隠す、材料の層の
特徴的な能力である。不透明度は％で測定され、１００％の不透明度は、材料の層を通し
て何も見えないことを意味し、０％の不透明度は、材料の層が完全に透明であることを意
味している。不透明度は、後述する不透明度試験によって測定され、視感反射率のデータ
に基づいている。
【００４５】
　積層体の不透明度は、積層体の中、特に弾性フィルムの中に不透明化フィラーを組み込
むことによって得ることができる。このような顔料は、有機物又は無機物の染料、着色剤
、又は白化剤とすることができる。二酸化チタンのような無機物、無機炭酸塩、合成物炭
酸塩、タルク、霞石閃長岩、水酸化マグネシウム、サイアトメイシスアース（ｓｉａｔｏ
ｍａｃｅｏｕｓ　ｅａｒｔｈ）アルミニウムの３水化物、マイカ、自然シリカ又は合成シ
リカ、焼成粘土、及びこれら物質の混合物は、不透明化フィラーの好ましい例である。
【００４６】
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　フィラーは、好ましくはフィルムの押し出し成形においてマスターバッチとして添加さ
れている。適切な濃度の１つの例は、フィルムの約５重量％のフィラーである。
【００４７】
　弾性積層体１０が、２４時間当たり少なくとも１５００ｇ／ｍ２、好ましくは２４時間
当たり少なくとも３０００ｇ／ｍ２の、ＡＳＴＭのＥ９６－００の方法Ｄに従った通気性
（水蒸気透過率）を有することが、さらに好ましい。
【００４８】
　弾性フィルム層の開領域は、好ましくは少なくとも８％、より好ましくは少なくとも１
０％である。開領域は、画像分析法によって測定され、孔領域をフィルム試験片の全面積
によって割った値の合計値として規定されている。
【００４９】
［吸収性コア］
　“吸収性コア”は、吸収性物品の２つのカバーの間に配置された吸収性を有する構造体
である。吸収性コア２は、従来のいずれの種類のものとすることもできる。通常使用され
る吸収性を有する材料の例は、セルロースのフラフパルプ、ティッシュ層、高度に吸収性
を有するポリマー（いわゆる超吸収体）、吸収性を有する発泡材料、吸収性を有する不織
材、又はその種のものである。セルロースのフラフパルプを、吸収性コア内の超吸収性ポ
リマーと組み合わせることが一般的である。超吸収性ポリマーは、水膨潤性の有機物又は
無機物、若しくは水不溶性の有機物又は無機物であり、その重量の少なくとも約２０倍を
吸収することができ、水溶液において０．９重量％の塩化ナトリウムを含んでいる。超吸
収性を有する材料として使用されるために好適な有機材料は、ポリサッカライド、ポリペ
プチド、及びその種のもののような自然材料、及び合成ハイドロジェルポリマーのような
合成材料を含んでいる。このようなハイドロジェルポリマーは、例えばポリアクリル酸の
アルカリ金属塩、ポリアクリルアミド、ポリビニルアルコール、ポリアクリレート、ポリ
アクリルアミド、ポリビニルピリジン、及びその種のものを含んでいる。別の好適なポリ
マーは、加水分解されたアクリロニトリルグラフテドスターチ、アクリル酸グラフテドス
ターチ、及びイソブチレンマレイックアンハイドライド共重合体及びこれら物質の混合物
を含んでいる。ハイドロジェルポリマーは、好ましくは軽く架橋されており、材料を実質
的に水不溶性としている。好ましい超吸収性を有する材料は、さらに表面架橋されており
、超吸収性を有する粒子、繊維、フレーク、球体などの外側表面若しくは外殻は、超吸収
体の内部よりも高い架橋密度を有している。超吸収性を有する材料は、粒子、繊維、フレ
ーク、球体、及びその種のものを含む、吸収性を有する複合体に使用するために好適なす
べての形態とすることができる。
【００５０】
　高い吸収能力は、多量の超吸収性を有する材料の使用によって提供されている。セルロ
ースの繊維、及び超吸収性を有する材料のような、親水性繊維のマトリックスを備える吸
収性コアのための、超吸収性を有する材料の比率は、好ましくは重量にして１０～９０％
であり、より好ましくは重量にして３０～７０％である。
【００５１】
　吸収性物品において、液体収容能力、液体分散能力、及び液体貯蔵能力に対して異なる
特性の層を備えている吸収性コアを有することは従来から行われている。例えば赤ちゃん
のオムツ及び失禁ガードにおいて通常である薄い吸収性本体は、多くの場合、セルロース
フラフパルプ及び超吸収性ポリマーの圧縮された混合構造又は層構造を備えている。吸収
性コアの大きさ及び吸収能力は、幼児に対して、又は大人の失禁症の人に対してのような
、異なる使用に合わせるように変化させることができる。
【００５２】
　吸収性コアは、主な吸収性本体の上面に配置され、排出された液体を、主な吸収性コア
によって吸収される前に、すばやく収容し一時的に貯蔵する捕捉分散層をさらに含んでい
る。このような捕捉分散層は、従来技術においてよく知られており、多孔性の繊維詰め物
又は発泡性材料から構成することができる。
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【００５３】
［パンツ型オムツ］
　図１に開示されているパンツ型オムツは、下着パンツのように着用者の胴の下部を取り
囲むことを意図されている。パンツ型オムツは、物品の狭い股部１９に配置され、吸収性
パンツの前部パネル５及び後部パネル６の中に延在しているコア領域３を備えている。本
体領域４は、コア領域３を取り囲んでいる。コア領域３は、吸収性コア２とコアの外側の
領域によって占有される物品の表面領域として規定されており、これら吸収性コア２とコ
アの外側の領域は、液体不透過性の背面シート９によって覆われている。本体４は、前部
パネル５、後部パネル６及び前部パネル及び後部パネルに固定された腰バンド７を備えて
いる。代替的な実施形態においては、前部パネル５と後部パネル６のうちの１つのみがそ
のパネルに固定された弾性腰バンドを有している。前部パネル５及び後部パネル６のそれ
ぞれは、腰部端部５ａ及び６ａと、股部端部５ｂ及び６ｂと、１対の側端部５ｃ、６ｃ及
び５ｄ及び６ｄとをそれぞれ有している。前部５及び後部６は、超音波融着１５、糊紐、
又はその種の側部シームを形成するものによって、側端部に沿って互いに結合されている
。また、前部パネル５及び後部パネル６に固定された弾性腰バンド部分７のそれぞれも、
前記側部シームに沿って互いに結合されている。結合された前部パネル５及び後部パネル
６と、腰バンド部分７とは、パンツ型オムツの腰開口部及び１対の脚開口部を形成してい
る。
【００５４】
　本発明の１つの実施形態によれば、吸収性コア２の表面領域は、物品の平坦な状態にお
いて測定されたときに、物品の表面領域全体の３０％以下、好ましくは２０％以下である
。“平坦な状態”という文言は、図２に示すように、ここでは開かれた、引っ張られてい
ない状態を意味しており、いずれの引っ張られた弾性部材も無力化されている。
【００５５】
　弾性ウェブ材１０は、コア領域３及び本体領域４全体を含む物品全体を覆っている。し
かし、好ましい実施形態によれば、物品の股部分１９の実質的な部分は、弾性ウェブ材１
０を有していない。“実質的部分”は、ここでは少なくとも５０％、好ましくは少なくと
も７５％を示すように使用されている。
【００５６】
　股パネル１８は、好ましくは非弾性材であり、より好ましくは非弾性不織材であり、物
品の股部分に配置されているとともに、弾性を有する前部パネル５及び後部パネル６に重
ねられている。股パネル１８は、横方向の側端部１８ａ及び１８ｂに沿って、超音波溶着
１７、糊紐、又はその種のものによって、重ねられた態様で前部パネル５及び後部パネル
６のそれぞれに結合されている。
【００５７】
　弾性腰バンド７は、弾性糸のような細長弾性部材１４ａによって弾性を持たされた実質
的に非弾性の不織材２２を備え、不織材のような材料層の間に伸縮自在に貼付されている
。また、弾性糸１４ｂは、物品の脚部開口部の周りに配置されている。
【００５８】
　弾性腰バンド７は、実質的に非弾性のウェブ材からなる第１のパイルと第２のパイルと
を備え、これらパイルの間に少なくとも１つの弾性糸１４、好ましくは２つ以上の弾性糸
を封入している。実質的に非弾性のウェブ材は、好ましくは不織材である。腰バンドの第
１のプライ２０は、前部パネル５及び後部パネル６それぞれの腰端部５ａ、６ａにおいて
、弾性ウェブ材１０の身体に面する側に固定されており、腰バンドの第２のプライ２１は
、第１のプライ２０のちょうど反対の弾性ウェブ材１０の対向する外側に固定されている
。これは、図５に最も良く図示されている。
【００５９】
　第１のプライ２０及び第２のプライ２１は、弾性ウェブ材１０が延伸状態である間に弾
性ウェブ材１０に固定されている。間に弾性ウェブ材１０を保持している第１のプライ２
０及び第２のプライ２１は、延伸状態の弾性ウェブ材を保持している間に、超音波溶着、
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糊紐、又はその種のものによって結合された腰バンドを形成する。このことによって、非
弾性材の第１のプライ２０及び第２のプライ２１は、弾性ウェブ材１０が弛緩した位置に
あるときに、腰バンドシーム１６に沿ってギャザー２９を形成する。これは図４に示され
ており、図４は、無力状態の腰バンド７の弾性糸１４ａを示しており、弾性ウェブ材１０
は弛緩し、引っ張られていない状態にある。
【００６０】
　弾性腰バンド７は、好ましくは２つ折りにされた実質的に非弾性ウェブ材２２から形成
されているが、また、共に結合された２つの別々のパイル２０、２１から形成され、その
間に弾性糸１４を封入していても良い。
【００６１】
　このように形成された腰バンドシーム１６は、前部パネル５と後部パネル６との間の非
常に滑らかな結合、及び着用者に面する面及び反対側の物品の外側の面の両方上の腰バン
ド７を提供している。図５に最も良く図示されているように、ウェブ材から成るただ１つ
のプライが腰バンドシーム１６中の内部弾性ウェブ材１０の各端部に結合されているので
、傷の無い、醜くない結合端部が、物品の両側、内部又は外部に出現する。腰バンドシー
ム１６は、所定の弾性をさらに有している。
【００６２】
　代替的な実施形態においては、前部パネル及び後部パネルのうちの一方が、弾性腰バン
ド７に結合されており、弾性ウェブ材１０の弾性は、着用者の臀部の上に位置する別のパ
ネルを保持するのに十分である。
【００６３】
　液体不浸透性の背面シート材９は吸収性コア２の下にあり、隣接する領域は吸収性コア
２のすぐ外側にある。液体不透過性の背面シート９によって覆われた領域は、コア領域３
として形成されている。股部の不織材１８は、物品の股部分の液体不透過性の背面シート
９の着用品に面する側に配置されている。コア領域３は、前部パネル５及び後部パネル６
の中に延在し、弾性ウェブ材１０と液体不透過性の背面シートとは、図２及び３に示すよ
うに、コア領域３の外側部分において重なっており、弾性ウェブ材１０は、液体不透過性
の背面シート９の着用品に面する側に配置されている。
【００６４】
　弾性ウェブ材は、本体４の前部パネル５及び後部パネル６の部分の単体コンポーネント
を構成している。物品の全表面積の少なくとも２０％、好ましくは２５％、より好ましく
は少なくとも３０％、そして最も好ましくは少なくとも４０％において、図２及び３によ
る平坦な状態に示されるように、弾性ウェブ材１０は、本体の単体コンポーネントを構成
している。
【００６５】
　本発明による弾性ウェブ材１０を使用する場合に、前部パネル５及び後部パネル６に結
合された弾性を持たされた追加的な側部パネルは必要とされない。望ましい場合、特に弾
性ウェブ材１０が前部及び／又は後部パネルの部分にのみ配置されている場合には、追加
的な弾性を持たされた側部パネルを勿論設けることができる。
【００６６】
　上述のように、弾性ウェブ材１０は、少なくとも４０％、好ましくは少なくとも５０％
、より好ましくは少なくとも６０％の不透過率を有している。弾性ウェブ材の不透過率は
、物品に布様の外見を与え、これは物品がパンツ型オムツの場合に特に重要である。この
場合には特に、前部パネル及び後部パネルの大きな領域のような、弾性ウェブ材がパンツ
型オムツのほとんどの表面積領域の単体コンポーネントを形成しているところ、及び吸収
性コアが物品の３０％もしくはそれ未満の比較的小さい領域のみを覆っているところで、
弾性ウェブ材の外見は、物品の全体的な外見に対して非常に重要である。
【００６７】
　このように、弾性ウェブ材を、少なくとも４０％の不透過率を有するようにすることに
よって、パンツ型オムツは、弾性ウェブ材が高度の透明性を有する場合よりも布様に、ま
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た“通常の”下着のように見える。不透過率は、国際特許出願ＰＣＴ／ＳＥ２００４／０
０１４１５号明細書に開示されている不透過率試験によって測定される。
【００６８】
　弾性ウェブ材が、ＡＳＴＭ第Ｄ３７６３－０２に従って測定されたときに、少なくとも
１５Ｎの破壊強度を有していることがさらに望ましい。好ましくは、本発明の弾性ウェブ
材は、少なくとも２０Ｎ、より好ましくは少なくとも３０Ｎの破壊強度を有している。
【００６９】
　弾性ウェブ材は、少なくとも２０、好ましくは少なくとも３０、より好ましくは少なく
とも４０のカワバタによる柔らかさを有するべきである。弾性ウェブ材が、５０未満の、
好ましくは３０未満の、より好ましくは２０未満の、最も好ましくは１０未満のカワバタ
による成形性を有することがさらに好ましい。また、弾性ウェブ材は、４０未満のカワバ
タによるドレープ適性を有することが望ましい。カワバタによる柔らかさ、成形性、及び
ドレープ適性は、国際特許出願ＰＣＴ／ＳＥ２００４／００１００４号明細書に与えられ
ている試験方法に従って測定される。
【００７０】
［弾性試験］
　この方法は、弾性材が、負荷のかけ外しの繰り返しの際にどのような挙動を示すかを測
定する。サンプルは所定の伸びまで引き伸ばされ、０と所定の伸びとの間の周期的な動き
が行われる。望ましい負荷のかけ外しの力が記録される。弛緩した材料の永久伸び、すな
わち残留伸びが測定される。
【００７１】
　周期的な動きができ、プリンタ／プロッタ若しくはソフトウェアを装備された引っ張り
試験機ロイドＬＲＸ（Ｌｌｏｙｄ　ＬＲＸ）が使用される。サンプルは、２５ｍｍ幅、及
び、引っ張り試験機のクランプの間の距離より好ましくは２０ｍｍ長い長さに切り取るこ
とによって準備される。
【００７２】
　引っ張り試験機は、装置の使用説明書にしたがって校正される。試験（付加のかけ及び
外しの力）に必要なパラメータは、以下のように調整される。
－クロスヘッドスピード：　５００　ｍｍ／ｍｉｎ
－クランプ距離：　５０　ｍｍ
－プレロード：　０．０５　Ｎ
【００７３】
　サンプルは、クランプ中に目印に従って載置され、サンプルが中心出しされ、クランプ
中に垂直に固定されていることが確認される。引っ張り試験機が起動され、０と最も高く
規定された第１の負荷に等しい所定の伸びとの間の３サイクルが行われる。最後のサイク
ルの前に、サンプルは１分間、弛緩状態にされ、次いでサンプルを０．１Ｎの力が検出さ
れるまで引き伸ばし、伸びを読むことによって、永久伸びが測定される。
【００７４】
弛緩後の永久伸びは、１０％以下であるべきであり、上記の方法によって測定される。こ
のように、３０％の弾性が、上記の引っ張り試験機において３０％の伸びをかけられた後
に積層体が１０％未満の伸びの後の永久弛緩を有するように規定されている。３０％の伸
びは、サンプルの当初の長さより３０％長い長さへの伸びを意味している。
【００７５】
［製造工程］
　パンツ型オムツは、図８に図示されている工程によって製造することができる。吸収性
物品の様々なコンポーネントは、矢印Ａによって示されている進行方向に流れている（図
示されない）コンベアベルト上において合体されている。腰バンド７を形成するように意
図されている実質的に非弾性のウェブ材２２の１対の連続的長さは、平行に供給され、コ
ンベアベルトに沿って選択された距離を離間されている。非弾性のウェブ材２２は、２つ
の長さ方向の側端２２ａと２２ｂを有し、互いに面しているそれらの長さ方向の端部２２
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ａに沿って、前部パネル５及び後部パネル６をそれぞれ形成するように意図されている弾
性ウェブ材１０の１対の連続的長さに接合されている。弾性ウェブ材１０は、２つの長さ
方向の側端部１０ａ及び１０ｂを有している。非弾性及び弾性のウェブ材２２及び１０は
、接合され、重なった態様で結合され、それぞれの長さ方向の側端部１０及び２２ａは、
少なくとも約５ｍｍ、好ましくは２０ｍｍ未満重なっている。弾性ウェブ材１０は、非弾
性のウェブ２２に固定される間は、選択的に引き伸ばされた状態で供給される。弾性ウェ
ブ１０は、引っ張られていない長さを少なくとも１０％、好ましくは少なくとも２０％、
より好ましくは少なくとも３０％越える長さまで引き伸ばされている。非弾性のウェブ２
２と弾性のウェブ１０との重なった端部は、符号２３で示された装置による糊付け、超音
波溶着、又はその種のものによって結合されている。図８によれば、非弾性のウェブ材２
２は、弾性ウェブ材１０にその下側において重ねられている。２つの弾性ウェブ材１０の
長手方向の自由端１０ｂは、その間の股部のウェブ材１８を順応させるように適用された
選択された距離を離間されている。複数の細長弾性材１４ａが、次いでそれぞれの非弾性
のウェブ材２２に供給されるとともに、例えば糊付け２４によって、この分野で知られた
好適な方法で結合されている。細長弾性部材１４ａは、選択的に引っ張られた状態で適用
されるか、又は代替的に実質的に引っ張られていない状態で適用されても良く、次いで、
例えば熱によって、引っ張られた状態に作用状態にされる。後者の場合には、細長弾性部
材１４ａは、熱弾性化材として参照されている特定のタイプのエラストマ系材料からなっ
ている。
【００７６】
　細長弾性部材１４ａを、非弾性ウェブ材２２に適用した後、前記ウェブ材は折り重ね板
２５をそれぞれ通過し、この折り重ね板２５は、それぞれの非弾性ウェブ部材２２を、供
給方向Ａに対して横方向に、折り線２６に沿って、細長い弾性部材１４ａの上で連続的に
折り畳む。それぞれの非弾性ウェブ材２２の長手方向の自由端部２２ｂは、次いでそれぞ
れの弾性ウェブ材１０に、長手方向の端部１０ａにおいて、既に弾性ウェブ材１０に固定
されている非弾性ウェブ材の他方の長手方向の端部２２ａとしての非弾性ウェブ材２２の
反対側（図８によれば上側）に重ねられる形で固定される。非弾性ウェブ２２の重なって
いる端部と弾性ウェブ材１０との結合は、符号２７で示される装置による、糊付け、超音
波溶着、又はその種のものによってなされる。
【００７７】
　弾性積層体１０は、上述のように結合装置２７を通過するときに、連続して選択的に引
き伸ばされた状態に保持されている。第２の結合装置２７によって提供される、例えば超
音波溶着の結合効果は、例えば、２つの材料ウェブ１０及び２２の重なった端部をともに
次の結合ステーション２７まで保持するのに十分なちょっとした仮付け溶着を提供する、
第１の結合装置２３によって与えられる結合効果よりはるかに強くすることができる。細
長弾性部材１４が中に封入された、折り畳まれた非弾性ウェブ材２２は、吸収性物品の弾
性腰バンドを形成する。
【００７８】
　非弾性ウェブ材２２を折り畳むことに対して代替的に、弾性ウェブ材は前記引き伸ばさ
れた状態に保持しつつ、さらなる非弾性ウェブ材を供給して、弾性積層体１０の長手方向
端部１０ａに、第１の非弾性ウェブ材２２に対して弾性積層体１０の反対側において、重
なった状態に結合することができる。２つの非弾性ウェブ材の自由側端部は、先行の、も
しくは後続のステップにおいて、互いに結合される。この場合、非弾性ウェブ材２２のそ
れぞれは、腰バンド７の幅に対応する幅とされている。次のステーションにおいて、股パ
ネル１８１を形成することを意図されている第２の実質的に非弾性のウェブ材１８０の連
続的な長さが供給されるとともに、その長手方向の側端部１８０ａ及び１８０ｂにおいて
弾性ウェブ材１０の長手方向の端部１０ｂに結合される。股パネル用ウェブ材１８０及び
弾性ウェブ材１０は、重ねられた状態で、上述のような結合装置２８による糊付け、超音
波溶着、又はその種のものによって結合される。好ましくは、弾性ウェブ材１０は、上述
のように選択的に引き伸ばされた状態、すなわち、股パネル用ウェブ材１８０に結合され
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ているにもかかわらず、引っ張られていない長さを少なくとも１０％、好ましくは少なく
とも２０％、より好ましくは少なくとも３０％超える長さに引き伸ばされた状態に保持さ
れている。腰バンド７を結合された弾性ウェブ１０及び又パネル用ウェブ材１８０は、さ
らに処理されてパンツ型物品を形成する生産用ウェブを形成している。
【００７９】
　前記生産用ウェブは、このように異なる工程ステップにおいてともに結合された異なる
材料から形成されており、弾性ウェブ１０は実質的に非弾性のウェブ材２２及び１８０に
、選択的に引き伸ばされ細長くされた状態で結合されている。
【００８０】
　この選択的に引き伸ばされた弾性ウェブ１０の所定の幅の変動が、工程を通じて生じる
場合があるが、このような幅の変動は、弾性ウェブ１０の実質的に非弾性のウェブ２２及
び１８０への結合が幾つかの異なる工程ステップで行われるので、補償することができる
。
【００８１】
　異なる材料ウェブ１０、２２、及び１８０を結合する異なる工程ステップがいずれの順
番で行われても良いことが理解される。
【００８２】
　（図示されない）後続のステップにおいて、吸収性コア２と、表面シート８及び背面シ
ート９とを備えるコア領域３は、離間された間隔において、股部ウェブ材１８０及び弾性
ウェブ材１０によって形成された生産用ウェブに取り付けられる。脚部弾性体を形成する
細長弾性部材のようなさらなるコンポーネントは、この分野において既知の好適な方法で
生産用ウェブに取り付けられる。脚部開口部は、生産用ウェブを切り取って作られ、パン
ツ型オムツは、生産用ウェブを生産の進行方向に二つ折りにし、例えば超音波溶着によっ
て、折り重ねられた生産用ウェブを腰部開口部から足部開口部への供給方向に対して横方
向に断続的に結合し、側部シームを形成し、続いて側部シームに沿って切断して別々のパ
ンツ型物品を形成することによって、形成される。
【００８３】
　本発明が好ましい実施形態を参照して記載されてきたが、種々の変型が請求の範囲の技
術的範囲内で可能であることが理解される。したがって、本発明は、この発明が属する技
術分野内の既知の、又は慣例の手法内である全ての変型又は均等物を包含することを意図
している。
【図面の簡単な説明】
【００８４】
【図１】パンツ型オムツの斜視図である。
【図２】身体に面する側から見たときの、成形前の広げられた、収縮されていない状態の
パンツ型オムツの平面図である。
【図３】パンツ型オムツの反対の外側からの対応する平面図である。
【図４】広げられた、引っ張られていない状態の腰領域の部分の平面図であり、腰部弾性
部材は無力化され、弾性ウェブ材は弛緩した、引っ張られていない状態にある。
【図５】図４におけるＶ－Ｖ線に従った断面図である。
【図６】図３におけるＶＩ－ＶＩ線に従った断面図である。
【図７】図３におけるＶＩＩ－ＶＩＩ線に従った弾性積層体の断面図である。
【図８】本発明によるパンツ型物品の前部パネル及び後部パネルに弾性腰バンドを取り付
けるための生産ラインの、長さ方向から見た斜視図である。
【符号の説明】
【００８５】
１・・・パンツ型吸収性物品
２・・・吸収性コア
３・・・コア領域
４・・・本体部
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５・・・前部パネル
６・・・後部パネル
７・・・弾性腰バンド
１０・・・弾性ウェブ材、積層体
１１・・・第１の層
１２・・・第２の層
１３・・・弾性フィルム層
１４・・・細長弾性部材
１６・・・腰バンドシーム
１８・・・股部パネル
２０・・・第１のプライ
２１・・・第２のプライ
２２、１８０・・・非弾性ウェブ材
２９・・・ギャザー

【図１】 【図２】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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